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明 細 書

発明の名称 ：タツチパネル用電極の保護膜及びタツチパネル

技術分野

[0001 ] 本発明は、 タツチパネル用電極の保護膜、及びそれを有するタツチパネル

に関する。

背景技術

[0002] パ ソ コ ンやテ レビの大型電子機器か ら力一ナ ビゲ一シ ヨン、携帯電話、電

子辞書等の小型電子機器や O A F A 機器等の表示機器には液晶表示素子や

タツチパネル （タツチセンサ一）が用い られている。 これ ら液晶表示素子や

タツチパネルには透明導電電極材か らなる電極が設けられている。透明導電

電極材 と しては、 I T O ( l n d i u m _ T i n _ O x i d e ) 、酸化イ ン

ジュゥ厶ゃ酸化スズが知 られてお り、 これ らの材料は高い可視光透過率 を示

すことか ら液晶表示素子用基板等の電極材 と して主流になっている。

[0003] タツチパネルはすでに各種の方式が実用化されているが、近年、静電容量

方式のタツチパネルの利用が進んでいる。静電容量方式タツチパネルでは、

導電体である指先がタツチ入力面に接触すると、指先 と導電膜 との間が静電

容量結合 し、 コンデ ンサを形成する。 このため、静電容量方式タツチパネル

は、指先の接触位置における電荷の変化を捉えることによって、その座標 を

検出 している。

[0004] 特 に、投影型静電容量方式のタツチパネルは、指先の多点検出が可能なた

め、複雑な指示を行 うことができるという良好な操作性 を備え、その操作性

の良さか ら、携帯電話や携帯型音楽 プレーヤなどの小型の表示装置を有する

機器における表示面上の入力装置 と して利用が進んでいる。

[0005] 一般 に、投影型静電容量方式のタツチパネルでは、 X 軸 とY 軸 による 2 次

元座標 を表現するために、複数のX 電極 と、当該 X 電極 に直交する複数の Y

電極 とが、 2 層構造を形成 してお り、該電極 と しては I T O ( I n d ί u m

- T i η - 0 χ i d e ) が用い られる。



[0006] ところで、 タツチパネルの額縁領域はタツチ位置を検出できない領域であ

るか ら、その額縁領域の面積 を狭 くすることが製品価値 を向上させるための

重要な要素である。額縁領域 には、 タツチ位置の検出信号を伝えるために、

金属配線が必要 となるが、額縁面積の狭小化を図るためには、金属配線の幅

を狭 くする必要がある。 I T O の導電性は充分に高 くないので、一般的に金

属配線は銅 により形成 される。

[0007] しか しなが ら、上述のようなタツチパネルは、指先に接触 される際に水分

や塩分などの腐食成分がセンシング領域か ら内部 に侵入することがある。 タ

ツチパネルの内部 に腐食成分が侵入すると、金属配線が腐食 し、電極 と駆動

用回路間の電気抵抗の増加や、断線の恐れがあった。

[0008] 金属配線の腐食 を防 ぐために、金属上に絶縁層を形成 した静電容量方式の

投影型タツチパネルが開示されている （例えば、特許文献 1 ) 。 このタツチ

パネルでは、二酸化ケイ素層をプラズマ化学気相成長法 （プラズマC V D 法

) で金属上に形成 し、金属の腐食 を防いでいる。 しか しなが ら、 この手法は

プラズマC V D 法を用いるため、高温処理が必要 とな り基材が限定される、

製造 コス トが高 くなるなどの問題があつた。

[0009] ところで、必要な箇所に レジス 卜膜 を設ける方法 と して、所定の基材上に

感光性樹脂組成物か らなる感光層を設けてこの感光層を露光、現像する方法

が知 られている （例えば、特許文献 2 ~ 4 ) 。 また、特許文献 5 及び 6 には

、上記方法により、 タツチパネルの保護膜 を形成することが開示されている

先行技術文献

特許文献

[001 0] 特許文献 1 ：特開 2 0 1 - 2 8 5 9 4 号公報

特許文献2 ：特開平 7 — 2 5 3 6 6 6 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 5 _ 9 9 6 4 7 号公報

特許文献4 ：特開平 1 1 — 1 3 3 6 1 7 号公報

特許文献5 ：特開 2 0 1 0 _ 2 7 0 3 3 号公報



特許文献 6 ：特開 2 0 1 - 2 3 2 5 8 4 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[001 1] 感光性樹脂組成物 による保護膜の作製は、 ブラズマ C V D 法に比べてコス

卜の削減が期待できる。 しか し、 タツチパネル用電極上に保護膜 を形成する

場合、樹脂膜の厚みが大 きいと、膜がある箇所 と膜がない箇所 とで段差が目

立つことがある。そのため、保護膜はできるだけ薄 くすることが好ま しい。

[001 2] しか し、厚み 1 0 m 以下の レベルにおいて、感光性樹脂組成物か ら形成

される膜の防錡性 について検討された例はなかった。

[001 3] また、セ ンシ ング領域の保護 も考慮すると、感光性樹脂組成物 による保護

膜の作製 においては、樹脂硬化膜の透明性が要求される。

[0014] 本発明は、所望の形状 を有 し、透明性 に優れるとともに、薄膜であっても

充分な防錡性 を有することができるタツチパネル用電極の保護膜及びそのよ

うな保護膜 を有するタッチパネルを提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 5] 上記課題 を解決するために本発明者 らは鋭意検討 した結果、特定の感光性

樹脂組成物か ら形成 され、熱分解 ガスクロマ トグラフ質量分析 により特定の

化合物が検出される樹脂硬化膜が、所望の形状 を有することができ、透明性

に優れるとともに、 1 0 m 以下の厚みであっても充分な防錡性 を有 し、 タ

ツチパネル用電極の保護膜 と して好適であることを見出 し、本発明を完成す

るに至 った。

[001 6] 本発明は、バインダーポ リマーと、光重合性化合物 と、光重合開始剤 と、

を含有する感光性樹脂組成物か らなる感光層の所定部分を硬化させて得 られ

るタツチパネル用電極の保護膜であって、熱分解 ガスクロマ 卜グラフ質量分

析 によりヘ プタノ二 卜リル及び安息香酸が検出されるタツチパネル用電極の

保護膜 を提供する。

[001 7] 本発明のタツチパネル用電極の保護膜 によれば、所望の形状 を有すること

ができ、透明性 に優れるとともに、厚みが 1 0 m 以下の薄膜であっても充



分な防錡性を有することができる。

[001 8] 本発明のタツチパネル用電極の保護膜が上記の効果を奏することができる

理由を本発明者らは以下のとおり考えている。保護膜の厚みが小さくなると

、タツチパネル用電極に腐食成分が侵入 しやすくなる。これに対 し、ヘプタ

ノニ 卜リル及び安息香酸の検出源となる成分が含まれる感光層は、透明性及

びパターン形成性を十分有 し、なおかつ密な硬化状態を形成できる組成であ

ると考えられる。このような感光層からタツチパネル用電極の保護膜が形成

されることにより、腐食成分の侵入を抑制できる充分な防錡性と、透明性及

びパターン形成性との両立が達成されたものと本発明者らは推察する。

[001 9] 本発明のタツチパネル用電極の保護膜において、防錡性をより向上させる

観点から、熱分解ガスクロマ トグラフ質量分析における安息香酸の検出ピー

ク面積が、ヘプタノ二 トリルの検出ピーク面積に対 して、 1 ~ 1 0 % である

ことが好ましい。

[0020] また、本発明のタツチパネル用電極の保護膜は、 4 0 0 ~ 7 0 0 n m にお

ける可視光透過率の最小値が 9 0 %以上であることが好ましい。

[0021 ] 更に、良好な形状を有する保護膜を提供する観点から、上記バインダーポ

リマ一は、カルボキシル基を有 し、酸価が 7 5 m g K O H / g 以上であるこ

とが好ましい。

[0022] また、防錡性をより向上させる観点から、上記バインダーポリマ一は、水

酸基価が 5 0 m g K 0 H / g 以下であることが好ましい。

[0023] 更に、本発明のタツチパネル用電極の保護膜は、厚みが 1 O m以下であ

ることが好ましい。

[0024] 本発明はまた、上記本発明に係る保護膜を有するタツチパネルを提供する

発明の効果

[0025] 本発明によれば、所望の形状を有 し、透明性に優れるとともに、薄膜であ

つても充分な防錡性を有することができるタツチパネル用電極の保護膜及び

そのような保護膜を有するタツチパネルを提供することができる。



図面の簡単な説明

[ 0026] [ 図1] 本発明に係るタツチパネル用電極の保護膜を形成するために用いられる

感光性エ レメン トの一実施形態を示す模式断面図である。

[図2]本発明に係るタツチパネル用電極の保護膜の形成方法の一実施形態を説

明するための模式断面図である。

[図3]静電容量式のタツチパネルの一例を示す模式上面図である。

[図4]静電容量式のタツチパネルの別の例を示す模式上面図である。

[図5] ( a ) は、図 3 に示されるC部分のV —V 線に沿った部分断面図であり

、 （b ) は、別の態様を示す部分断面図である。

[図6]実施例 6 で得られた保護膜について熱分解ガスクロマ トグラフ質量分析

を行ったときのガスクロマ 卜グラムである。

発明を実施するための形態
[0027] 以下、本発明を実施するための形態について詳細に説明する。ただし、本

発明は以下の実施形態に限定されるものではない。なお、本明細書において

、 （メタ）アクリル酸とは、アクリル酸又はメタクリル酸を意味し、 （メタ

) ァクリレー 卜とは、ァクリレー 卜又はそれに対応するメタクリレ一 卜を意

味し、 （メタ）ァクリロイル基とは、ァクリロイル基又はメタクリロイル基

を意味する。また、 （ポリ）才キシエチレン鎖は才キシエチレン基又はポリ

才キシエチレン基を意味し、 （ポリ）才キシプロピレン鎖は才キシプロピレ

ン基又はポリオキシプロピレン基を意味する。

[0028] また、本明細書において 「工程」との語は、独立した工程だけではなく、

他の工程と明確に区別できない場合であつてもその工程の所期の作用が達成

されれば、本用語に含まれる。また本明細書において 「~ 」を用いて示され

た数値範囲は、 「~ 」の前後に記載される数値をそれぞれ最小値及び最大値

として含む範囲を示す。

[0029] さらに本明細書において組成物中の各成分の含有量は、組成物中に各成分

に該当する物質が複数存在する場合、特に断らない限り、組成物中に存在す

る当該複数の物質の合計量を意味する。



[0030] 本発明のタツチパネル用電極の保護膜は、バインダーポ リマーと、光重合

性化合物 と、光重合開始剤 と、 を含有する感光性樹脂組成物か らなる感光層

の所定部分を硬化させて得 られるタツチパネル用電極の保護膜であって、熱

分解 ガスクロマ トグラフ質量分析 によりヘ プタノ二 トリル及び安息香酸が検

出されることを特徴 とする。

[0031 ] 本願明細書 において保護膜の熱分解 ガスクロマ トグラフ質量分析は、測定

サ ンプルを 1 4 0 °C で加熱 して発生 したガスについてガスクロマ 卜グラフ質

量分析 を行 う。上記の測定サ ンプルの加熱時間は、 1 ~ 6 0 分の範囲であれ

ばよいが、 3 0 分であることが好ま しい。熱分解 ガスクロマ トグラフ質量分

析の測定条件を以下に示す。

[0032] (熱分解 ガスクロマ トグラフ質量分析の測定条件）

測定装置 ：G C / M S Q P - 2 0 0 (島津製作所製、製品名）

カラム ：H P — 5 M S ( アジ レン ト テクノロジ一株式会社製、製品名）

O v e n T e m p ：4 0 °C で 5 分間加熱後、 1 5 °C / m ί n の割合で 3

0 0 °C まで昇温

キ ャ リア一 ガス ：ヘ リウム、 1 . O m L / m i n

ィ ンタ一 フ ェイ ス温度 ：2 8 0 °C

イオ ンソー ス温度 ：2 5 0 °C

サ ンプル注入量 ：0 . 1 m L

[0033] 保護膜の熱分解 ガスクロマ トグラフ質量分析 における安息香酸の検出 ピ一

ク面積は、ヘ プタノ二 トリルの検出 ピーク面積 に対 して、 1 ~ 1 0 % である

ことが好ま しく、 1 ~ 9 % であることがより好ま しく、 1 ~ 7 % であること

が更に好ま しく、 1 ~ 6 % であることが特 に好ま しい。安息香酸の検出 ピ一

ク面積が 1 ~ 1 0 % であると、所望の形状 を有 し、透明性 に優れるとともに

、薄膜であっても充分な防錡性 を有するという本発明の効果をより確実に得

ることができる。

[0034] 次 に、本発明のタツチパネル用電極の保護膜 を得 るために用いることがで

きる感光性エ レメン 卜及び感光性樹脂組成物 について説明する。



[0035] 図 1 は、本発明に係るタツチパネル用電極の保護膜を形成するために用い

られる感光性エレメン 卜の一実施形態を示す模式断面図である。図 1 に示さ

れる感光性エレメン ト1 は、支持フイルム 1 0 と、支持フイルム 1 0 上に設

けられた本実施形態に係る感光性樹脂組成物からなる感光層 2 0 と、感光層

2 0 の支持フイルム 1 0 とは反対側に設けられた保護フイルム 3 0 とからな

る。

[0036] 上記感光性エレメン トを用いることで、本発明のタツチパネル用電極の保

護膜を形成することができる。

[0037] 本明細書においてタツチパネル用電極とは、タツチパネルのセンシング領

域にある電極だけでなく額縁領域の金属配線も含まれる。保護膜を設ける電

極は、いずれか一方であってもよく、両方であってもよい。

[0038] 支持フイルム 1 0 としては、重合体フイルムを用いることができる。重合

体フイルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレ一 卜、ポリ力一ボネ

— 卜、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリエーテルサルフォン等からなる

フイルムが挙げられる。

[0039] 支持フイルム 1 0 の厚さは、被覆性の確保と、支持フイルム 1 0 を介 して

活性光線を照射する際の解像度の低下を抑制する観点から、 5 ~ 1 O O

であることが好ましく、 1 0 ~ 7 O mであることがより好ましく、 1 5 ~

4 0 mであることがさらに好ましく、 2 0 ~ 3 5 mであることが特に好

ましい。

[0040] 感光層 2 0 を構成する本実施形態に係る感光性樹脂組成物は、バインダー

ポリマー （以下、 （A ) 成分ともいう）と、光重合性化合物 （以下、 （B )

成分ともいう）と、光重合開始剤 （以下、 （C ) 成分ともいう）と、を含有

する。上記感光性樹脂組成物には、活性光線の照射により硬化物にしたとき

に当該硬化物の熱分解においてヘプタノ二 卜リル及び安息香酸が発生する成

分を含有させることができる。このような成分を含む感光性樹脂組成物から

形成される保護膜は、上述 した熱分解ガスクロマ トグラフ質量分析によりへ

プタノ二 卜リル及び安息香酸が検出される。



[0041 ] ( A ) 成分 としては、例えば、カルボキシル基を有するポ リマ一 を用いる

ことができる。

[0042] 本実施形態において、 （A ) 成分は、 （a ) ( メタ）アクリル酸、及び （

b ) ( メタ）アクリル酸アルキルエステルに由来する構成単位を含有する共

重合体が好適である。

[0043] 上記 （メタ）アクリル酸アルキルエステル としては、例えば、 （メタ）ァ

クリル酸メチルエステル、 （メタ）アクリル酸ェチルエステル、 （メタ）ァ

クリル酸 プチルエステル、 （メタ）アクリル酸 2 _ ェチルへキシルエステル

、及び （メタ）アクリル酸 ヒ ドロキシルェチルエステルが挙げられる。

[0044] 上記共重合体は、更に、上記の （a ) 成分及び 又は （b ) 成分 と共重合

しうるその他のモ ノマ一 を構成単位に含有 していてもよい。

[0045] 上記の （a ) 成分及び/ 又は （b ) 成分 と共重合 し得るその他のモ ノマー

としては、例えば、 （メタ）アクリル酸テ トラヒ ドロフルフリルエステル、

(メタ）アクリル酸ジメチルアミノエチルエステル、 （メタ）アクリル酸ジ

ェチルアミノエチルエステル、 （メタ）アクリル酸 グリシジルエステル、 （

メタ）アクリル酸ベ ンジルエステル、 2 ， 2 , 2 — トリフル才ロェチル （メ

タ）ァクリレー 卜、 2 ， 2 , 3 ， 3 —テ トラフル才ロプロピル （メタ）ァク

リレー 卜、 （メタ）アクリルアミ ド、 （メタ）アクリロニ トリル、ジァセ 卜

ン （メタ）アクリルアミ ド、スチ レン、及び ビニル トルエンが挙げられる。

( A ) 成分であるバインダーポ リマ一を合成する際、上記のモ ノマ一は、 1

種 を単独で用いてもよい し、 2 種以上を組み合わせて用いてもよい。

[0046] ( A ) 成分であるバインダーポ リマーの重量平均分子量は、解像度の見地

か ら、 1 0 ， 0 0 0 ~ 2 0 0 ， 0 0 0 であることが好ま しく、 1 5 ， 0 0 0

5 0 , 0 0 0 であることがより好ま しく、 3 0 ， 0 0 0 5 0 , 0 0

0 であることが更に好ま しく、 3 0 ， 0 0 0 0 0 , 0 0 0 であることが

特に好ま しく、 4 0 ， 0 0 0 0 0 , 0 0 0 であることが極めて好ま しい

。なお、重量平均分子量の測定条件は、本願明細書の実施例 と同一の測定条

件 とする。



[0047] ( A ) 成分であるバインダーポリマーの酸価は、所望の形状を有する保護

膜を容易に形成する観点から、 7 5 m g K O H / g 以上とすることができ、

保護膜形状の制御容易性と保護膜の防錡性との両立を図る観点 7 5 2 0 0

m g K O H / g であることが好ましく、 7 5 ~ 1 5 0 m g K O H / g である

ことがより好ましく、 7 5 ~ 1 2 0 m g K 0 H / g であることが更に好まし

い。

[0048] ( A ) 成分であるバインダーポリマーの酸価は、次のようにして測定する

ことができる。すなわち、まず、酸価の測定対象であるバインダーポリマ一

g を精秤する。上記精秤 したバインダーポリマーにアセ トンを3 0 g 添加

し、これを均一に溶解する。次いで、指示薬であるフエノールフタレインを

その溶液に適量添加 して、 0 . 1 N の K O H水溶液を用いて滴定を行う。そ

して、次式により酸価を算出する。

酸価= 0 . X V f X 5 6 . / (W p X I )

式中、 V f は K O H水溶液の滴定量 （m L ) を示 し、W p は測定 したバイン

ダ一ポリマ一含有する溶液の重量 （g ) を示 し、 I は測定 したバインダ一ポ

リマー含有する溶液中の不揮発分の割合 （質量％) を示す。

なお、バインダ一ポリマ一を合成溶媒や希釈溶媒などの揮発分と混合 した状

態で配合する場合は、精秤前に予め、揮発分の沸点よりも 1 0 °C以上高い温

度で 1 ~ 4 時間加熱 し、揮発分を除去 してから酸価を測定する。

[0049] ( A ) 成分であるバインダーポリマーの水酸基価は、防錡性をより向上さ

せる観点から、 5 0 m g K O H / g 以下であることが好ましく、 4 5 m g K

0 H / g 以下であることがより好ましい。

[0050] ( A ) 成分の水酸基価は、次のようにして測定することができる。

まず、水酸基価の測定対象であるバインダーポリマ一 1 g を精秤する。上

記精秤下バインダ一ポリマ一に、 1 0 質量％の無水酢酸 ピリジン溶液を 1 0

m L 加えてこれを均一に溶解 し、 1 0 0 °Cで 1 時間加熱する。加熱後、水 1

O m L とピリジン 1 0 しを加ぇて 1 0 0 °Cで 1 0 分間加熱する。その後、

自動滴定機 （平沼産業 （株）製 「C O M _ 1 7 0 0 」）を用いて、 0 . 5 m



o I / L の水酸化力 リゥ厶のエタノール溶液 により中和滴定することにより

測定する。

なお、水酸基価は次式により算出できる。

水酸基価 = ( A - B ) X f X 2 8 . 0 5 試料 （9 ) + 酸価

式中、 A は空試験 に用いた 0 . 5 m 0 I / L 水酸化カ リウムエタノール溶液

の量 （m L ) を示 し、 B は滴定に用いた 0 . 5 m o I / L 水酸化カ リウムェ

タノ一ル溶液の量 （m L ) を示 し、 f はファクタ一を示す。

なお、バインダ一ポ リマ一を合成溶媒や希釈溶媒 と混合 した状態で配合する

場合は、予め、係 る合成溶媒や希釈溶媒の沸点よりも 1 0 °C以上高い温度で

1 ~ 4 時間加熱 し、上記溶媒を除去 してか ら水酸基価 を測定する。

[0051 ] ( B ) 成分である光重合性化合物 と しては、エチ レン性不飽和基を有する

光重合性化合物 を用いることができる。

[0052] エチ レン性不飽和基を有する光重合性化合物 と しては、例えば、一官能 ビ

ニルモノマ一、二官能 ビニルモノマ一、少な くとも 3 つの重合可能なェチ レ

ン性不飽和基を有する多官能 ビニルモ ノマーが挙げられる。

[0053] 上記一官能 ビニルモノマーと しては、例えば、上記 （A ) 成分の好適な例

である共重合体の合成 に用い られるモノマ一と して例示 した （メタ）ァク リ

ル酸、 （メタ）アク リル酸 アルキルエステル及びそれ らと共重合可能なモノ

マーが挙げられる。

[0054] 上記二官能 ビニルモノマ一と しては、例えば、ポ リエチ レング リコ一ルジ

(メタ）ァク リレー 卜、 卜リメチロール プロパ ンジ （メタ）ァク リレー 卜、

ポ リプロピレング リコ一ルジ （メタ）ァク リレー 卜、 ビスフエノール A ポ リ

才キシエチ レンポ リオキシプロピレンジ （メタ）ァク リレ一 卜 （2 ， 2 —ビ

ス （4 — (メタ）ァク リロキシポ リエ トキシポ リプロポキシフエニル）プロ

パ ン）、 ビスフエノール A ジグ リシジルェ一テルジ （メタ）ァク リレー 卜等

、多価 カルボン酸 （無水 フタル酸等） と水酸基及びエチ レン性不飽和基を有

する物質 （ —ヒ ドロキシェチルァク リレ一 卜、 —ヒ ドロキシェチルメタ

ク リレ一 卜等） とのエステル化物が挙げられる。



[0055] 上記少なくとも3 つの重合可能なエチレン性不飽和基を有する多官能ビニ

ルモノマ一としては、例えば、 卜リメチロールプロパントリ （メタ）ァクリ

レ一卜、テ卜ラメチロールメタントリ （メタ）ァクリレー卜、テ卜ラメチロ

—ルメタンテトラ （メタ）ァクリレー卜、ジペンタエリスリ卜一ルペンタ （

メタ）ァクリレー卜、ジペンタエリスリトールへキサ （メタ）ァクリレー卜

等の多価アルコールに ， β —不飽和飽和カルボン酸を反応させて得られる

化合物 ；卜リメチロールプロパン卜リダリシジルエーテル 卜リァクリレ一卜

等のグリシジル基含有化合物に ， - 不飽和力ルボン酸を付加して得られ

る化合物が挙げられる。

[0056] これらの中でも、少なくとも3 つの重合可能なエチレン性不飽和基を有す

る多官能ビニルモノマ一を含有することが好ましい。さらに、電極腐食の抑

制力及び現像容易性の観点から、ペンタエリスリトール由来の骨格を有する

(メタ）ァクリレー卜化合物、ジペンタエリスリ卜一ル由来の骨格を有する

(メタ）ァクリレ一卜化合物及び卜リメチロールプロパン由来の骨格を有す

る （メタ）ァクリレ一卜化合物から選択される少なくとも 1種を含むことが

好ましく、ジペンタエリスリ卜一ル由来の骨格を有する （メタ）ァクリレー

卜化合物及び卜リメチロールプロパン由来の骨格を有する （メタ）ァクリレ

- 卜化合物から選択される少なくとも 1種を含むことがより好ましい。

[0057] ここで、ジペンタエリスリ卜一ル由来の骨格を有する （メタ）ァクリレー

卜とは、ジペンタエリスリトールと、 （メタ）アクリル酸とのエステル化物

を意味し、当該エステル化物には、アルキレン才キシ基で変性された化合物

も包含される。上記のエステル化物は、一分子中におけるエステル結合の数

が6 であることが好ましいが、エステル結合の数が 1 〜 5 の化合物が混合し

ていてもよい。

[0058] また、上記 卜リメチロールプロパン由来の骨格を有する （メタ）ァクリレ

—卜化合物とは、 卜リメチロールプロパンと、 （メタ）アクリル酸とのエス

テル化物を意味し、当該エステル化物には、アルキレン才キシ基で変性され

た化合物も包含される。上記のエステル化物は、一分子中におけるエステル



結合の数が 3 であることが好ま しいが、エステル結合の数が 1 〜 2 の化合物

が混合 していてもよい。

[0059] 上記の化合物は、 1 種 を単独で又は 2 種以上組み合わせて用いることがで

きる。

[0060] 分子内に少な くとも 3 つの重合可能なエチ レン性不飽和基を有するモノマ

—と、一官能 ビニルモ ノマ一や二官能 ビニルモ ノマ一を組み合わせて用いる

場合、使用する割合に特 に制限はないが、光硬化性及び電極腐食の抑制力を

得 る観点か ら、分子内に少な くとも 3 つの重合可能なエチ レン性不飽和基を

有するモ ノマーの割合が、感光性樹脂組成物 に含 まれる光重合性化合物の合

計量 1 0 0 質量部 に対 して、 3 0 質量部以上であることが好ま しく、 5 0 質

量部以上であることがより好ま しく、 7 5 質量部以上であることが更に好ま

しい。

[0061 ] 本実施形態に係 る感光性樹脂組成物 における （A ) 成分及び （B ) 成分の

含有量は、 （A ) 成分及び （B ) 成分の合計量 1 0 0 質量部 に対 し、それぞ

れ （A ) 成分が 3 5 ~ 8 5 質量部、 （B ) 成分が 1 5 ~ 6 5 質量部であるこ

とが好ま しく、 （A ) 成分が 4 0 ~ 8 0 質量部、 （B ) 成分が 2 0 ~ 6 0 質

量部であることがより好ま しく、 （A ) 成分が 5 0 ~ 7 0 質量部、 （B ) 成

分が 3 0 ~ 5 0 質量部であることが更に好ま しく、 （A ) 成分が 5 5 ~ 6 5

質量部、 （B ) 成分が 3 5 ~ 4 5 質量部であることが特 に好ま しい。特 に、

透明性 を維持 し、パターンを形成する点では、 （A ) 成分及び （B ) 成分の

含有量は、 （A ) 成分及び （B ) 成分の合計量 1 0 0 質量部 に対 し、 （A )

成分が、 3 5 質量部以上であることが好ま しく、 4 0 質量部以上であること

がより好ま しく、 5 0 質量部以上であることが更に好ま しく、 5 5 質量部以

上であることが特 に好ま しい。

[0062] ( A ) 成分及び （B ) 成分の含有量を上記範囲内とすることにより、塗布

性あるいは感光性エ レメ ン 卜で の フ イル ム性 を充分に確保 しつつ、充分な感

度が得 られ、光硬化性、現像性、及び電極腐食の抑制力を充分に確保するこ

とができる。



[0063] 本実施形態に係る感光性樹脂組成物は、 （C ) 成分である光重合開始剤と

して、才キシ厶エステル化合物を含むことが好ましい。才キシ厶エステル化

合物を含むことにより、基材上に、厚みが 1 0 m以下の薄膜であっても充

分な解像度で樹脂硬化膜パターンを形成することができる。更に、透明性に

も優れた樹脂硬化膜パターンを形成することもできる。

[0064] 才キシ厶エステル化合物としては、下記一般式 （C — 1 ) で表される化合

物が挙げられる。

[0065] [ 化1]

[0066] 上記一般式 （C — 1 ) 中、 R i は、炭素数 1 ~ 1 2 のアルキル基、又は炭素

数 3 ~ 2 0 のシクロアルキル基を示す。なお、本発明の効果を阻害 しない限

り、上記一般式 （C — 1 ) 中の芳香環上に置換基を有 していてもよい。

[0067] 上記一般式 （C — 1 ) 中、 R 1は炭素数 3 ~ 1 0 のアルキル基、又は炭素数

4 ~ 5 のシクロアルキル基であることが好ましく、炭素数 4 ~ 8 のアルキ

ル基、又は炭素数 4 ~ 1 0 のシクロアルキル基であることがより好ましい。

[0068] 上記一般式 （C — 1 ) で表される化合物としては、 （1， 2 —オクタンジ

オン， 1 _ [ 4 — (フエ二ルチオ）一， 2 _ ( 0 —ベンゾィル才キシ厶）]

等が挙げられる。 1， 2 —オクタンジオン， 1 _ [ 4 — (フエ二ルチオ）一

， 2 _ ( 0 —ベンゾィル才キシ厶）] は、 I R G A C U R E O X E 0 1

( B A S F (株）製、商品名）として入手可能である。

[0069] 上記一般式 （C — 1 ) の中でも、特に 1， 2 —オクタンジオン， 1 _ [ 4

- ( フエ二ルチオ）_ ， 2 _ ( 0 —ベンゾィル才キシ厶）] が極めて好まし

し、。この場合、 1， 2 —オクタンジオン， 1 — [ 4 — (フエ二ルチオ）一，



2 - ( 0 _ ベ ンゾィル才キシ厶） ] が、本実施形態 に係 る樹脂組成物か ら形

成 した保護膜 について熱分解 ガスクロマ トグラフ質量分析 を行 った ときに、

ヘ プタノ二 トリル及び安息香酸 と して検 出される。 また、 この場合 に得 られ

る保護膜の熱分解 ガスクロマ トグラフ質量分析 における安息香酸の検 出 ピ一

ク面積 は、ヘ プタノ二 トリルの検 出 ピーク面積 に対 して、 1 ~ 1 0 % である

ことが好 ま しく、 1 ~ 9 % であることがよ り好 ま しく、 1 ~ 7 % であること

が更に好 ま しく、 1 ~ 6 % であることが特 に好 ま しい。安息香酸の検 出 ピ一

ク面積が 1 ~ 1 0 % であると、所望の形状 を有 し、透明性 に優れるとともに

、薄膜であ っても充分な防錡性 を有するという本発明の効果 をよ り確実 に得

ることがで きる。

[0070] ( C ) 成分は、才キシ厶エステル化合物以外の光重合開始剤 を併用 して使

用することもで きる。才キシ厶エステル化合物以外の光重合開始剤 と しては

、例 えば、ベ ンゾフエノン、 4 —メ トキシ一 4 ' —ジメチル ァミノべ ンゾフ

ェノン、 2 _ ベ ンジル _ 2 —ジメチル ァミノ一 1 _ ( 4 —モルホ リノフエ二

ル） 一プタノン_ 1、 2 _ メチル _ 1 _ [ 4 — ( メチルチオ） フエニル ] 一

2 _ モルホ リノ一プロパ ノン一 1 等の芳香族ケ トン ；ベ ンゾィンメチルェ一

テル、ベ ンゾインェチルェ一テル、ベ ンゾインフエ二ルェ一テル等のベ ンゾ

イ ンエ ー テ ル 化合物、ベ ンゾイ ン、 メチル ベ ンゾイ ン、 ェ チル ベ ンゾイ ン等

のべ ンゾィン化合物 ；ベ ンジルジメチルケタール等のベ ンジル誘導体 ；9 -

フエ二ル ァク リジン、 1 ， 7 _ ビス （9 ， 9 ' —ァク リジニル）ヘ プタン等

のァク リジン誘導体 ；N —フエニル ダ リシン、 N —フエニル グ リシン誘導体

；クマ リン系化合物 ；才キサ ゾ一ル系化合物が挙 げ られる。 また、 ジェチル

チ才キサ ン トンとジメチル ァミノ安息香酸の組み合わせのように、チ才キサ

ン 卜ン系化合物 と 3 級 アミン化合物 とを組み合わせてもよい。

[0071 ] ( C ) 成分である光重合開始剤の含有量は、 （A ) 成分及び （B ) 成分の

合計量 1 0 0 質量部 に対 し、 0 . 1 ~ 2 0 質量部であることが好 ま しく、 1

~ 1 0 質量部であることがよ り好 ま しく、 2 ~ 5 質量部であることが更に好

ま しい。



[0072] ( C ) 成分の含有量は、光感度及び解像性に優れる点では、 0 . 1 質量部

以上が好ましく、可視光透過率に優れる点では、 2 0 質量部以下であること

が好ましい。

[0073] 本実施形態に係る感光性樹脂組成物は、保護膜の防錡性をより向上させる

観点から、メルカプ ト基を有する 卜リアゾ一ル化合物、メルカプ ト基を有す

るテ 卜ラゾール化合物、メルカプ ト基を有するチアジアゾ一ル化合物、アミ

ノ基を有する 卜リァゾ一ル化合物又はアミノ基を有するテ トラゾ一ル化合物

(以下、 （D ) 成分ともいう）を更に含有することが好ましい。メルカプ ト

基を有する 卜リアゾ一ル化合物としては、例えば、 3 _ メルカプ ト— 卜リア

ゾ一ル （和光純薬 （株）製、商品名 ：3 M T ) が挙げられる。また、メルカ

プ 卜基を有するチアジアゾ一ル化合物としては、例えば、 2 —ァミノ— 5 _

メルカプ ト— 1，3 ，4 —チアジアゾ一ル （和光純薬 （株）製、商品名 ：A

T T ) が挙げられる。

[0074] 上記アミノ基を有する 卜リアゾ一ル化合物としては、ベンゾ 卜リアゾ一ル

、 1 H —ベ ンゾ 卜リアゾ一ル — 1 —ァセ トニ トリル、ベ ンゾ 卜リアゾ一ル —

5 _ カルボン酸、 1 H —ベンゾ 卜リアゾ一ル一 1 —メタノール、カルボキシ

ベンゾ 卜リアゾ一ル等にァミノ基が置換 した化合物、 3 _ メルカプ ト卜リア

ゾ一ル、 5 _ メルカプ トトリァゾ一ル等のメルカプ 卜基を含む 卜リァゾ一ル

化合物にァミノ基が置換 した化合物が挙げられる。

[0075] これらの中でも、現像残渣をより低減できる観点から、メルカプ ト基を含む

卜リァゾ一ル化合物にァミノ基が置換 した化合物を含むことが好ましい。具

体的には例えば、 3 —ァミノ—5 _ メルカプ ト卜リアゾ一ル （B A S F (株

) 社製、商品名 ：A M T ) が挙げられる。

[0076] 上記アミノ基を有するテ 卜ラゾール化合物としては、下記一般式 （D — 1

) で表わされる化合物が挙げられる。

[0077]



[ 化2]

上記一般式 （D — 1 ) 中の R 1 1及び R 1 2は、各々独立に、水素、炭素数 1

~ 2 0 のアルキル基、アミノ基、メルカプト基、又はカルボキシメチル基を

示 し、 R 1 1及び R 1 2の少なくともひとつは、アミノ基を有する。

[0078] アルキル基としては、メチル基、ェチル基、プロピル基等が挙げられる。

[0079] 上記一般式 （D — 1 ) で表されるテ 卜ラゾール化合物の中でも、 5 _ アミ

ノ一 1 H —テ 卜ラゾール、 1 _ メチル_ 5 _ アミノーテ 卜ラゾール、 1 —メ

チル— 5 _ メルカプト— 1 H —テ 卜ラゾール、又は 1 —カルボキシメチル—

5 _ アミノーテ 卜ラゾールが好ましい。

[0080] 上記一般式 （D — 1 ) で表されるテ 卜ラゾール化合物は、その水溶性塩で

あっても好適である。具体例としては、 1 — メチル一 5 — アミノ一テ トラゾ

—ルのナ トリウム、カリウム、 リチウム等のアルカリ金属塩などが挙げられ

る。

[0081 ] これらの中でも、電極腐食の抑制力、金属電極との密着性、現像容易性、

透明性の観点から、 5 —ァミノ_ 1 H —テ 卜ラゾール、 1 _ メチル_ 5 _ メ

ルカプト_ 1 H —テ 卜ラゾールが特に好ましい。

[0082] これらのテ トラゾ一ル化合物及びその水溶性塩は、 1種単独で用いてもよ

いし、 2 種以上を組み合わせて用いてもよい。

[0083] また、保護膜を設ける電極表面が銅、銅合金、ニッケル合金などの金属を

有 している場合の防錡性をより向上させる観点から、感光性樹脂組成物はァ

ミノ基を有するテ 卜ラゾール化合物又はメルカプ卜基を含む 卜リァゾ一ル化

合物にアミノ基が置換 した化合物を更に含有することが好ましい。この場合

、現像残渣を低減することができ、良好なパターンで保護膜を形成すること

が容易となる。この理由としては、表面の適度な密着性が発現されることが



考えられる。

[0084] アミノ基を有するテ 卜ラゾール化合物又はメルカプ 卜基を含む トリァゾ一

ル化合物にァミノ基が置換 した化合物を含有する場合、上記の効果が得 られ

ることから、本実施形態に係る感光性樹脂組成物及び感光性ェレメン 卜は、

銅などの金属層を形成 して導電性を向上させたタツチパネルの額縁領域にお

ける電極を保護するための保護膜の形成に好適である。

[0085] 本実施形態に係る感光性樹脂組成物における （D ) 成分の含有量は、 （A

) 成分及び （B ) 成分の合計量 1 0 0 質量部に対 し、 0 . 0 5 ~ 1 0 . 0 質

量部とすることが好ましく、 0 . 1 ~ 2 . 0 質量部とすることがより好まし

く、 0 . 2 ~ 1 . 0 質量部とすることが更に好ましい。

[0086] ところで、タツチパネルの I T O電極上の一部に保護膜を設ける場合、例

えば、セ ンシング領域には保護膜を形成せずに、額縁領域の I T 0 電極及び

I T O電極上に銅などの金属層を形成 した部分に保護膜を設ける場合、全体

に感光層を設けた後に露光、現像を行って不要な部分を除去することができ

る。この場合、感光層は、保護する電極に対する密着性は充分有 しつつ、不

要な部分では現像残りが生 じないように良好な現像性が求められる。このよ

うな場合の密着性と現像性とを両立する観点から、本発明の感光性樹脂組成

物は、光重合性不飽和結合を含むリン酸エステル （以下、 （E ) 成分ともい

う）を含有することが好ましい。

[0087] ( E ) 成分である光重合性不飽和結合を含むリン酸エステルとしては、形

成する保護膜の防錡性を充分確保 しつつ、 I T O電極に対する密着性と現像

性とを高水準で両立する観点から、 リン酸エステルとしては、下記の構造を

有する化合物を用いることが好ましい。当該化合物は、 P M 2 1 ( 日本化薬

株式会社製）などの市販品が入手可能である。

[0088]



[ 化3]

[0089] 本実施形態に係 る感光性樹脂組成物 には、その他、必要に応 じて、シラ ン

カップ リング剤等の密着性付与剤、 レべ リング剤、可塑剤、充填剤、消泡剤

、難燃剤、安定剤、酸化防止剤、香料、熱架橋剤、重合禁止剤などを （A )

成分及び （B ) 成分の合計量 1 0 0 質量部 に対 し、各々 0 . 0 1 ~ 2 0 質量

部程度含有 させることができる。 これ らは、単独で又は 2 種類以上を組み合

わせて使用できる。

[0090] ここで、感光性樹脂組成物の可視光透過率は以下のように して求め られる

。 まず、支持 フ イル ム上 に感光性樹脂組成物 を含有する塗布液 を、乾燥後の

厚みが 1 0 m以下 となるように塗布 し、 これを乾燥することにより、感光

性樹脂組成物層 （感光層）を形成する。次に、 ガラス基板上に、感光性樹脂

組成物層 （感光層）が接するようにラミネ一タを用いてラミネ一 卜する。 こ

う して、 ガラス基板上 に、 感光性樹脂組成物層及び支持 フ イル ム が積層され

た測定用試料を得 る。次に、得 られた測定用試料に紫外線 を照射 して感光性

樹脂組成物層を光硬化 した後、紫外可視分光光度計を用いて、測定波長域 4

0 0 ~ 7 0 0 n m における透過率 を測定する。

[0091 ] なお、上述 した好適な透過率 とは、上記波長域 における透過率の最小値 を

意味する。

[0092] 一般的な可視光波長域の光線である4 0 0 7 0 0 n mの波長域 における

透過率が 9 0 % 以上であれば、 タツチパネル （タツチセンサ一）のセンシン

グ領域の透明電極 を保護する場合や、 タツチパネル （タツチセンサ一）の額

縁領域の金属層 （例えば、 I T O 電極上 に銅層を形成 した層）を保護 したと

きにセ ンシ ング領域の端部か ら保護膜が見える場合において、セ ンシ ング領

域での画像表示品質、色合い、輝度が低下することを充分抑制することがで



きる。

[0093] 本実施形態に係る感光性樹脂組成物は、基材上に感光層を形成するために

用いることができる。例えば、感光性樹脂組成物を溶媒に均一に溶解又は分

散させて得ることのできる塗布液を調製し、基材上に塗布することで塗膜を

形成し、乾燥により溶媒を除去することで感光層を形成することができる。

[0094] 溶媒としては、各成分の溶解性、塗膜形成のし易さ等の点から、ケトン、

芳香族炭化水素、アルコール、グリコールエーテル、グリコールアルキルェ

—テル、グリコールアルキルエーテルアセテート、エステル、又はジェチレ

ングリコールを用いることができる。これらの溶媒は、 1種を単独で用いて

もよいし、 2 種以上の溶媒からなる混合溶媒として用いてもよい。

[0095] 上記溶媒の中でも、エチレングリコールモノプチルェ一テルアセテート、

ジエチレンダリコールモノェチルエーテルァセテ一卜、ジエチレンダリコ一

ルジェチルェ一テル、ジエチレングリコールェチルメチルェ一テル、ジェチ

レンダリコールジメチルェ一テル、プロピレンダリコールモノメチルェ一テ

ル、プロピレングリコールモノメチルエーテルァセテ一卜等を用いることが

好ましい。

[0096] 本実施形態に係る感光性樹脂組成物は、感光性ェレメン卜1のように、感

光性フイルムに製膜して用いることが好ましい。感光性フイルムを、タツチ

パネル用電極を有する基材上に積層することにより、口一ルツ一ロールプロ

セスが容易に実現できる、溶剤乾燥工程が短縮できるなど、製造工程の短縮

やコスト低減に大きく貢献することができる。

[0097] 感光性ェレメン卜1の感光層 2 0 は、本実施形態に係る感光性樹脂組成物

を含有する塗布液を調製し、これを支持フイルム 1 0 上に塗布、乾燥するこ

とにより形成できる。塗布液は、上述した本実施形態に係る感光性樹脂組成

物を構成する各成分を溶剤に均一に溶解又は分散することにより得ることが

できる。

[0098] 溶剤としては、特に制限はなく、公知のものが使用でき、例えば、ァセ卜

ン、メチルェチルケトン、メチルイソプチルケトン、 トルエン、メタノール



、エタノール、プロパノール、プタノ一ル、メチレングリコール、エチレン

グリコール、プロピレングリコール、エチレングリコールモノメチルェ一テ

ル、エチレングリコールモノェチルエーテル、ジエチレングリコールジメチ

ルェ一テル、ジエチレングリコールェチルメチルエーテル、ジエチレンダリ

コ一ルジェチルェ一テル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、ェチ

レンダリコールモノプチルェ一テルァセテ一 卜、ジエチレンダリコールモノ

ェチルエーテルァセテ一 卜、プロピレンダリコールモノメチルエーテルァセ

テ一 卜、クロ口ホルム、塩化メチレンが挙げられる。これら溶剤は、 1種を

単独で用いてもよいし、 2 種以上の溶剤からなる混合溶剤として用いてもよ

い。

[0099] 塗布方法としては、例えば、 ドクタープレー ドコ一ティング法、マイヤ一

バーコ一ティング法、口一ルコ一ティング法、スクリーンコーティング法、

スピナ一コーティング法、インクジェットコーティング法、スプレーコ一テ

ィング法、ディップコ一テ ィング法、グラビアコ一テ ィング法、力一テ ンコ

—ティング法、ダイコ一ティング法が挙げられる。

[01 00] 乾燥条件に特に制限はないが、乾燥温度は、 6 0 ~ 1 3 0 °C とすることが

好ましく、乾燥時間は、 0 . 5 ~ 3 0 分とすることが好ましい。

[01 0 1 ] 感光層の厚みは、電極保護に充分な効果を発揮 し、かつ部分的な電極保護

膜形成により生 じるタツチパネル （タツチセンサ一）表面の段差が極力小さ

くなるよう、乾燥後の厚みで 1 m以上 9 m以下であることが好ましく、

1 m以上 8 m以下であることがより好ましく、 2 m以上 8 m以下で

あることが更に好ましいく、 3 m以上 8 m以下であることが特に好まし

い。

[01 02] 本実施形態においては、感光層 2 0 が、可視光線透過率の最小値が 9 0 %

以上であることが好ましく、 9 2 %以上であることがより好ましく、 9 5 %

以上であることが更に好ましい。

[01 03] 感光層 2 0 の粘度は、感光性エレメン トを口一ル状とした場合に、感光性

エレメン ト1 の端面から感光性樹脂組成物が しみ出すことを 1 力月以上防止



する点及び感光性エ レメン 卜1 を切断する際に感光性樹脂組成物の破 片が基

板 に付着 して引 き起 こされる活性光線 を照射する際の露光不良や現像残 り等

を防止する点か ら、 3 0 °C において、 1 5 ~ 1 0 O m P a s であることが

好 ま しく、 2 0 ~ 9 0 m P a s であることがよ り好 ま しく、 2 5 ~ 8 0 m

P a s であることが更に好 ま しい。

[01 04] なお、上記の粘度 は、感光性樹脂組成物か ら形成 される直径 7 m m、厚 さ

2 m m の円形の膜 を測定用試料 と し、 この試料の厚 さ方向に、 3 0 °C 及び 8

0 °C で 1 . 9 6 X 1 0 - 2 N の荷重 を加えた ときの厚 さの変化速度 を測定 し、

この変化速度か らニュー トン流体 を仮定 して粘度 に換算 した値である。

[01 05] 保護 フイルム 3 0 ( カバ一フイルム） と しては、例 えば、ポ リエチ レン、

ポ リプロピレン、ポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜、ポ リ力一ボネ一 卜、ポ リェ

チ レン—酢酸 ビニル共重合体、及びポ リエチ レン—酢酸 ビニル共重合体 とポ

リエチ レンの積層 フィル厶等か らなるフィル厶が挙 げ られる。

[01 06] 保護 フイルム 3 0 の厚 さは、 5 ~ 1 0 0 m程度が好 ま しいが、 ロール状

に巻いて保管する観点か ら、 7 0 m以下であることが好 ま しく、 6 0 m

以下であることがよ り好 ま しく、 5 0 m以下であることがさ らに好 ま しく

、 4 0 m以下であることが特 に好 ま しい。

[01 07] 感光性エ レメン ト1 は、 ロール状 に巻いて保管 し、あるいは使用で きる。

[01 08] 本実施形態 においては、上述 した本実施形態 に係 る感光性樹脂組成物及び

溶媒 を含有する塗布液 を、 タツチパネル用電極 を有する基材上 に塗布 し、乾

燥 して、感光性樹脂組成物か らなる感光層 2 0 を設 けてもよい。 この用途の

場合 においても、感光層は上述 した、膜厚、可視光線透過率 を満たす ことが

好 ま しい。

[01 09] 次 に、本発明に係 るタツチパネル用電極 の保護膜 を形成する方法 について

説明する。図 2 は、本発明に係 るタツチパネル用電極 の保護膜の形成方法の

—例 を説明するための模式断面図である。

[01 10] 本実施形態のタツチパネル用電極 の保護膜の形成方法は、 タツチパネル用

電極 1 1 0 及び 1 2 0 を有する基材 1 0 0 上 に、上記の本実施形態 に係 る感



光性樹脂組成物か らなる感光層 2 0 を設 ける第 1 工程 と、感光層 2 0 の所定

部分 を紫外線 を含む活性光線の照射 によ り硬化 させる第 2 工程 と、活性光線

の照射後 に所定部分以外の感光層 を除去 し、電極 の一部又は全部 を被覆する

感光性樹脂組成物の硬化膜 《ター ンか らなる保護膜 2 2 を形成する第 3 工程

と、 を備 える。 こう して、 タツチ入力シー トである保護膜付 きタツチパネル

(タ ツチセ ンサ一） 2 0 0 が得 られる。

[01 11] 本実施形態で使用される基材 1 0 0 と しては、一般 にタツチパネル （タツ

チセ ンサ一）用 と して用い られる、 ガラス板、 プラスチ ック板、セラミック

板等の基板が挙 げ られる。 この基板上 には、保護膜 となる樹脂硬化膜 を形成

する対象 となるタツチパネル用電極 が設 け られる。電極 と しては、 ι τ ο 、

C u 、 A し M o 等の電極、 T F T 等が挙 げ られる。 また、基板上 には、基

板 と電極 との間に絶縁層が設 け られていてもよい。

[01 12] 図 2 に示 されるタツチパネル用電極 1 1 0 及び 1 2 0 を有する基材 1 0 0

は、例 えば、以下の手順で得 ることがで きる。 P E T フイルムな どの基材 1

0 0 上 に、 I T O、 C u の順 にスパ ッ夕よ り金属膜 を形成 した後、金属膜上

にエ ッチ ング用感光性 フイルムを貼 り付 け、所望の レジス 卜パ ター ンを形成

し、不要な C u を塩化鉄水溶液等のエ ツチ ング液で除去 した後、 レジス 卜パ

ター ンをは く離除去する。

[01 13] 上記第 1 工程では、本実施形態 に係 る感光性ェ レメン 卜1 の保護 フィル厶

3 0 を除去 した後、感光性エ レメン トを加熱 しなが ら、基材 1 0 0 のタツチ

パネル用電極 1 1 0 及び 1 2 0 が設 け られている表面 に感光層 2 0 を圧着す

ることによ り転写 し、積層する （図 2 の （a ) を参照）。

[01 14] 圧着手段 と しては、圧着 ロールが挙 げ られる。圧着 ロールは、加熱圧着で

きるように加熱手段 を備 えたものであ ってもよい。

[01 15] 加熱圧着する場合の加熱温度 は、感光層 2 0 と基材 1 0 0 との密着性、並

びに、感光層 2 0 とタツチパネル用電極 1 1 0 及び 1 2 0 との密着性 を充分

確保 しなが ら、感光層 2 0 の構成成分が熱硬化あるいは熱分解 されに くいよ

う、 1 0 ~ 1 6 0 °C とすることが好 ま しく、 2 0 ~ 1 5 0 °C とすることがよ



り好 ま しく、 3 0 ~ 1 5 0 °C とすることが更に好 ま しい。

[01 16] また、加熱圧着時の圧着圧力は、感光層 2 0 と基材 1 0 0 との密着性 を充

分確保 しなが ら、基材 1 0 0 の変形 を抑制する観点か ら、線圧で 5 0 ~ 1 X

1 0 5 N / m とすることが好 ま しく、 2 . 5 X 1 0 2 ~ 5 X 1 0 4 N / m とする

ことがよ り好 ま しく、 5 X 0 2 ~ 4 X 0 4 N / m とすることが更に好 ま し

い。

[01 17] 感光性エ レメン ト1 を上記のように加熱すれば、基材 を予熱処理すること

は必要ではないが、感光層 2 0 と基材 1 0 0 との密着性 を更に向上 させる点

か ら、基材 1 0 0 を予熱処理することが好 ま しい。 この ときの予熱温度 は、

3 0 5 0 °C とすることが好 ま しい。

[01 18] 本実施形態 に係 る方法 においては、感光性エ レメン トを用いる代わ りに、

本実施形態 に係 る感光性樹脂組成物及び溶媒 を含有する塗布液 を調製 して基

材 1 0 0 のタツチパネル用電極 1 1 0 及び 1 2 0 が設 け られている表面 に塗

布 し、乾燥 して感光層 2 0 を形成することがで きる。

[01 19] 感光層 2 0 は、上述 した膜厚、可視光線透過率の条件 を満たす ことが好 ま

しい。

[01 20] 上記第 2 工程では、感光層 2 0 の所定部分 に、 フォ トマスク 1 3 0 を介 し

て、活性光線 L をパ ター ン状 に照射する （図 2 の （b ) を参照）。

[01 2 1 ] 活性光線 を照射する際、感光層 2 0 上の支持 フイルム 1 0 が透明の場合 に

は、 そのまま活性光線 を照射することがで き、不透明の場合 には除去 してか

ら活性光線 を照射する。感光層 2 0 の保護 という点か らは、支持 フイルム 1

0 と して透明な重合体 フイルムを用い、 この重合体 フイルムを残存 させたま

ま、 それを通 して活性光線 を照射することが好 ま しい。

[01 22] 活性光線 L の照射 に用い られる活性光線の光源 と しては、公知の活性光源

が使用で き、例 えば、 カーボ ンアーク灯、超高圧水銀灯、高圧水銀灯、 キセ

ノンランプ等が挙 げ られ、紫外線 を有効 に放射するものであれば特 に制限さ

れない。

[01 23] この ときの、活性光線 L の照射量は、通常、 1 X 1 0 2 ~ X 0 4 J / m 2



であ り、照射の際に、加熱 を伴 うこともで きる。 この活性光線照射量が、 1

X 0 2 J / m 2未満では、光硬化の効果が不充分 となる傾向があ り、 1 X

0 4 J / m 2 を超 えると、感光層 2 0 が変色する傾向がある。

[01 24] 上記第 3 工程では、活性光線の照射後の感光層 を現像液で現像 して活性光

線が照射 されていない部分 （すなわち、感光層の所定部分以外）を除去 し、

電極 の一部又は全部 を被覆する厚みが 1 0 m 以下の本実施形態 に係 る感光

性樹脂組成物の硬化膜パ ター ンか らなる保護膜 2 2 を形成する （図 2 の （c

) を参照）。形成 される保護膜 2 2 は所定のパ ター ンを有することがで きる

[01 25] なお、活性光線の照射後、感光層 2 0 に支持 フ イル ム 1 0 が積層 されてい

る場合 にはそれを除去 した後、現像液 による活性光線が照射 されていない部

分 を除去する現像が行われる。

[01 26] 現像方法 と しては、 アル カ リ水溶液、水系現像液、有機溶剤等の公知の現

像液 を用いて、 スプ レー、 シャワー、揺動浸漬、 プラッシング、 スクラッピ

ング等の公知の方法 によ り現像 を行い、不要部 を除去する方法等が挙 げ られ

、 中でも、環境、安全性の観点か らアル カ リ水溶液 を用いることが好 ま しい

もの と して挙 げ られる。

[01 27] アル カ リ水溶液の塩基 と しては、水酸化 アル カ リ （リチウム、ナ トリウム

又はカ リウムの水酸化物等）、炭酸 アル カ リ （リチウム、ナ トリウム又は力

リゥ厶の炭酸塩若 しくは重炭酸塩等）、 アル 力 リ金属 リン酸塩 （リン酸 カ リ

ゥ厶、 リン酸ナ トリウム等）、 アル カ リ金属 ピロ リン酸塩 （ピロ リン酸ナ 卜

リウ厶、 ピロ リン酸 カ リウム等）、水酸化テ 卜ラメチル アンモニゥ厶、 トリ

エタノール ァミンな どが挙 げ られ、 中でも、水酸化テ 卜ラメチル アンモニゥ

厶等が好 ま しいもの と して挙 げ られる。

[01 28] また、炭酸ナ 卜リゥ厶の水溶液 も好 ま しく用い られ、例 えば、 2 0 ~ 5 0

°C の炭酸ナ トリウムの希薄溶液 （0 . 5 ~ 5 質量％水溶液）が好適 に用い ら

れる。

[01 29] 現像温度及び時間は、本実施形態 に係 る感光性樹脂組成物の現像性 に合わ



せて調整することがで きる。

[ 0 130] また、 アル カ リ水溶液 中には、界面活性剤、消泡剤、現像 を促進 させるた

めの少量の有機溶剤等 を混入させることがで きる。

[01 3 1 ] また、現像後、光硬化後の感光層 2 0 に残存 したアル カ リ水溶液の塩基 を

、有機酸、無機酸又はこれ らの酸水溶液 を用いて、 スプ レー、揺動浸漬、 プ

ラッシング、 スクラッピング等の公知方法 によ り酸処理 （中和処理）するこ

とがで きる。

[01 32] さ らに、酸処理 （中和処理）の後、水洗する工程 を行 うこともで きる。

[01 33] 現像後、必要 に応 じて、活性光線の照射 （例 えば、 5 X 1 0 ~ 2 X 0 4

J / m 2 ) によ り、硬化膜パ ター ンを更に硬化 させてもよい。なお、本実施形

態 に係 る感光性樹脂組成物 は、現像後の加熱工程な しでも金属 に対 して優れ

た密着性 を示すが、必要 に応 じて、現像後の活性光線の照射の代わ りに、又

は活性光線の照射 と合わせて、加熱処理 （8 0 ~ 1 6 0 °C ) を施 してもよい

[ 0 134] 上記のように して、本発明に係 るタツチパネル用電極 の保護膜 を形成する

ことがで きる。

[01 35] 保護膜の熱分解 ガスクロマ トグラフ質量分析 によ り、ヘ プタノ二 トリル及

び安息香酸 と して検 出される例 と しては、上述 したように、感光層 を構成す

る感光性樹脂組成物が、 （C ) 成分 と して 1 ， 2 —オ クタンジオ ン， 1 _ [

4 - ( フエ二ルチオ） _ ， 2 _ ( 0 —ベ ンゾィル才キシ厶） ] を含む場合が

挙 げ られる。

[01 36] 次 に、図 3 、 図 4 及び図 5 を用いて、本発明の保護膜の使用箇所の一例 を

説明する。図 3 は、静電容量式のタツチパネルの一例 を示す模式上面図であ

る。図 3 に示 されるタツチパネルは、透明基板 1 0 1 の片面 にタツチ位置座

標 を検 出するためのタツチ画面 1 0 2 があ り、 この領域の静電容量変化 を検

出するための透明電極 1 0 3 及び透明電極 1 0 4 が基板 1 0 1 上 に設 け られ

ている。透明電極 1 0 3 及び透明電極 1 0 4 はそれぞれタツチ位置の X 座標

及び Y 座標 を検 出する。



[01 37] 透 明基板 1 0 1 上 には、透明電極 1 0 3 及び透明電極 1 0 4 か らタツチ位

置の検 出信号 を外部回路 に伝 えるための引 き出 し配線 1 0 5 が設 け られてい

る。 また、引 き出 し配線 1 0 5 と透明電極 1 0 3 及び透明電極 1 0 4 とは、

透明電極 1 0 3 及び透明電極 1 0 4 上 に設 け られた接続電極 1 0 6 によ り接

続 されている。 また、引 き出 し配線 1 0 5 の透明電極 1 0 3 及び透明電極 1

0 4 との接続部 と反対側の端部 には、外部回路 との接続端子 1 0 7 が設 け ら

れている。本発明に係 る感光性樹脂組成物 は、引 き出 し配線 1 0 5 、接続電

極 1 0 6 及び接続端子 1 0 7 の保護膜 1 2 を形成するために好適 に用いる

ことがで きる。 この際に、セ ンシング領域 にある電極 を同時に保護すること

もで きる。図 3 では、保護膜 1 2 2 によ り、引 き出 し配線 1 0 5 、接続電極

1 0 6 、 セ ンシング領域の一部電極及び接続端子 1 0 7 の一部 を保護 してい

るが、保護膜 を設 ける箇所は適宜変更 してもよい。例 えば、図 4 に示すよう

に、 タツチ画面 1 0 2 を全て保護するように保護膜 1 2 3 を設 けてもよい。

[01 38] 図 5 を用いて、図 3 に示 したタツチパネル において、透明電極 と引 き出 し

配線の接続部の断面構造 を説明する。図 5 は、図 3 に示 されるC 部分の V -

V 線 に沿 った部分断面図であ り、透明電極 1 0 4 と引 き出 し配線 1 0 5 の接

続部 を説明するための図である。図 5 の （a ) に示すように、透明電極 1 0

4 と引 き出 し配線 1 0 5 とは、接続電極 1 0 6 を介 して電気的に接続 されて

いる。図 5 の （a ) に示すように、透明電極 1 0 4 の一部、並びに、引 き出

し配線 1 0 5 及び接続電極 1 0 6 の全部が、保護膜 1 2 で覆われている。

同様 に、透明電極 1 0 3 と引 き出 し配線 1 0 5 とは、接続電極 1 0 6 を介 し

て電気的に接続 されている。なお、図 5 の （b ) に示すように、透明電極 1

0 4 と引 き出 し配線 1 0 5 とが直接、電気的に接続 されていてもよい。上述

した本実施形態 に係 る感光性樹脂組成物及び感光性ェ レメン 卜は、上記構造

部分の保護膜 と しての樹脂硬化膜パ ター ンの形成のための使用に好適である

[01 39] 本実施形態 における、 タツチパネルの製造方法 について説明する。 まず、

基材 1 0 0 上 に設 け られた透明電極 1 0 1 上 に、透明電極 （X 位置座標） 1



0 3 を形成する。続いて、透明電極 （Y 位置座標） 1 0 4 を形成する。透明

電極 1 0 3 及び透明電極 1 0 4 の形成は、透明基材 1 0 0 上 に形成 した透明

電極層を、エ ッチングする方法などを用いることができる。

[0140] 次 に、透明基板 1 0 1 の表面に、外部回路 と接続するための引き出 し配線

1 0 5 と、 この引き出 し配線 と透明電極 1 0 3 及び透明電極 1 0 4 を接続す

る接続電極 1 0 6 を形成する。引き出 し配線 1 0 5 及び接続電極 1 0 6 は、

透明電極 1 0 3 及び透明電極 1 0 4 の形成後 に形成 しても、各透明電極形成

時に同時に形成 してもよい。引き出 し配線 1 0 5 及び接続電極 1 0 6 の形成

は、金属スパ ッタ リング後、エ ッチング法などを用いることができる。引き

出 し配線 1 0 5 は、例えば、 フレーク状の銀 を含有する導電ペース 卜材料を

使 って、スク リーン印刷法を用いて、接続電極 1 0 6 を形成するのと同時に

形成することができる。次に、引き出 し配線 1 0 5 と外部回路 とを接続する

ための接続端子 1 0 7 を形成する。

[0141 ] 上記工程 により形成 された透明電極 1 0 3 及び透明電極 1 0 4 、引き出 し

配線 1 0 5 、接続電極 1 0 6 、並びに、接続端子 1 0 7 を覆 うように、本実

施形態に係 る感光性ェ レメン 卜1 を圧着 し、上記電極上に感光層 2 0 を設け

る。次に、転写 した感光層 2 0 に対 し、所望の形状 にフォ トマスクを介 して

パターン状 に活性光線 L を照射する。活性光線 L を照射 した後、現像 を行い

、感光層 2 0 の所定部分以外を除去することで、感光層 2 0 の所定部分の硬

化物か らなる保護膜 1 2 2 を形成する。 このように して、保護膜 1 2 2 を備

えるタツチパネルを製造することができる。

実施例

[0142] 以下、実施例 を挙げて本発明についてより具体的に説明する。ただ し、本

発明は以下の実施例 に限定されるものではない。

[0143] [ バインダーポ リマー溶液 （A 1 ) の作製 ]

撹拌機、還流冷却機、不活性 ガス導入口及び温度計を備えたフラスコに、

表 1 に示す （1 ) を仕込み、窒素ガス雰囲気下で 8 0 °C に昇温 し、反応温度

を 8 0 °C ± 2 °C に保ちなが ら、表 1 に示す （2 ) を 4 時間かけて均一に滴下



した。 （2 ) の滴下後、 8 0 °C ± 2 °Cで 6 時間撹拌を続け、重量平均分子量

が約 6 5 ，0 0 0 、酸価が 7 8 m g K O H / g 、水酸基価が 2 m g K 0 H /

g のバインダーポリマーの溶液 （固形分 4 5 質量％) ( A ) を得た。

[0144] [表 1]

[0145] なお、重量平均分子量 （M w ) は、ゲルパ一ミエ一シヨンクロマ トグラフ

ィ一法 （G P C ) によって測定 し、標準ポリスチレンの検量線を用いて換算

することにより導出した。G P C の条件を以下に示す。

G P C 条件

ポンプ ：日立 L — 6 0 0 0 型 （（株）日立製作所製、製品名）

カラム ：G e l p a c k G L - R 4 2 0 G e I p a c k G L - R 4

3 0 、G e l p a c k G L - R 4 4 0 (以上、日立化成工業 （株）製、製

溶離液 ：テ トラヒドロフラン

測定温度 ：4 0 °C

流量 ：2 . 0 5 m L / 分

検出器 ：日立 L —3 3 0 0 型 R I ( (株）日立製作所製、製品名）

[0146] [酸価の測定方法]



また、酸価は、次のようにして測定 した。まず、バインダーポリマーの溶

液を、 1 3 0 °Cで 1 時間加熱 し、揮発分を除去 して、固形分を得た。そして

、酸価を測定すべきポリマ一 1 g を精秤 した後、このポリマーにアセ トンを

3 0 g 添加 し、これを均一に溶解 した。次いで、指示薬であるフエノールフ

タレインをその溶液に適量添加 して、 0 . 1 N の K O H水溶液を用いて滴定

を行った。そして、次式により酸価を算出した。

酸価= 0 . X V f X 5 6 . / (W p X I )

式中、 V f は K 0 H水溶液の滴定量 （m L ) を示 し、W p は測定 した樹脂溶

液の重量 （9 ) を示 し、 I は測定 した樹脂溶液中の不揮発分の割合 （質量％

) を示す。

[0147] [ 水酸基価の測定方法]

水酸基価は、次のようにして測定 した。まず、バインダーポリマーの溶液

を、 1 3 0 °Cで 1 時間加熱 し、揮発分を除去 して、固形分を得た。そして、

水酸基価を測定すべきポリマー 1 g を精秤 した後、精秤 した感光性樹脂組成

物を三角フラスコに入れ、 1 0 質量％の無水酢酸 ピリジン溶液を 1 0 m L 加

えてこれを均一に溶解 し、 1 0 0 °Cで 1 時間加熱 した。加熱後、水 1 O m L

とピリジン 1 0 阳 1_ を加ぇて 1 0 0 °Cで 1 0 分間加熱後、自動滴定機 （平沼

産業 （株）製 「C O M _ 1 7 0 0 」）を用いて、 0 . 5 m o I / L の水酸化

カリウムのエタノール溶液により中和滴定を行った。そして、次式により水

酸基価を算出した。

水酸基価= ( A - B ) X f X 2 8 . 0 5 試料 （9 ) + 酸価

式中、 A は空試験に用いた 0 . 5 m o I / L 水酸化カリウムエタノール溶液

の量 （m L ) を示 し、 B は滴定に用いた 0 . 5 m o I / L 水酸化カリウムェ

タノ一ル溶液の量 （m L ) を示 し、 f はファクタ一を示す。

[0148] (実施例 1 ~ 8 、比較例 8 )

[感光性樹脂組成物を含有する塗布液の作製]

表 2 に示す材料を、攪拌機を用いて 1 5 分間混合 し、保護膜を形成するた

めの感光性樹脂組成物を含有する塗布液を作製 した。



[ 0 149] [ 感光性 エ レメ ン 卜の作製 ]

支持 フイルム と して厚 さ 5 0 m のポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜フイルム

を使用 し、上記で作製 した感光性樹脂組成物 を含有する塗布液 を支持 フ ィル

厶上 にコンマコ一タ一を用いて均一に塗布 し、 1 0 0 °C の熱風対流式乾燥機

で 3 分間乾燥 して溶剤 を除去 し、感光性樹脂組成物か らなる感光層 （感光性

樹脂組成物層）を形成 した。得 られた感光層の厚 さは 5 m であ った。

[ 0 150] 次いで、得 られた感光層の上 に、 さ らに、 2 5 m の厚 さのポ リエチ レン

フ イル ム を、 カバ 一 フ イル ム と して張 り合わせて、保護膜 を形成するための

感光性エ レメン トを作製 した。

[ 0 15 1 ] [ 保護膜の透過率の測定 ]

得 られた感光性エ レメン 卜のカバ一フイルムであるポ リエチ レンフイルム

をはが しなが ら、厚 さ 1 m m のガラス基板上 に、感光層が接するようにラミ

ネ一タ （日立化成工業 （株）製、商品名 H L M — 3 0 0 0 型） を用いて、 口

—ル温度 1 2 0 °C、基板送 り速度 1 m / 分、圧着圧力 （シ リンダ圧力） 4 X

1 0 P a (厚 さが 1 m m 、縦 1 0 c m X 横 1 0 c m の基板 を用いたため、 こ

の ときの線圧は 9 . 8 X 1 0 3 N / m ) の条件でラミネ一 卜して、 ガラス基板

上 に、 感光層及び支持 フ イル ム が積層 された積層体 を作製 した。

[01 52] 次 いで、得 られた積層体の感光層 に、平行光線露光機 （オーク製作所 （株

) 製、 E X M 1 2 0 1 ) を使用 して、感光層側上方 よ り露光量 5 X 1 0 2 J /

m 2 で （ί 線 （波長 3 6 5 n m ) における測定値）、紫外線 を照射 した後、支

持 フ イル ム を除去 し、 1 4 0 °C に加熱 した箱型乾燥機 （三菱電機株式会社製

、型番 ：N V 5 0 — C A ) 内に 3 0 分間静置 し、厚 さ 5 m の保護膜 を有す

る透過率測定用試料 を得た。

[01 53] 次 いで、得 られた試料 を （株） 日立ハイテ クノロジ一ズ製、紫外可視分光

光度計 （U — 3 3 1 0 ) を使用 して、測定波長域 4 0 0 7 0 0 n m で可視

光線透過率 を測定 し、最小値 を算出 した。表 4 及び表 5 に測定結果 を示す。

[ 0 154] [ 保護膜の塩水嘖霧試験 （人工汗液耐性評価試験） ]

得 られた感光性エ レメン 卜のポ リエチ レンフイルムをはが しなが ら、 スパ



ッタ銅付 きポ リイ ミ ドフ イル ム （東 レフ イル ム加工 （株）製）上 に、 感光層

が接するようにラミネ一タ （日立化成工業 （株）製、商品名 H L M — 3 0 0

0 型） を用いて、 口一ル 温度 1 2 0 °C、基板送 り速度 1 m / 分、圧着圧力 （

シ リンダ圧力） 4 X 1 0 5 P a (厚 さが 1 m m、縦 1 0 c m X 横 1 0 c m の基

板 を用いたため、 この時の線圧は 9 . 8 X 1 0 3 N / m ) の条件でラミネー ト

して、 スパ ッタ銅上 に、感光層及び支持 フイルムが積層 された積層体 を作製

した。

[01 55] 次 いで、得 られた積層体の感光層 に、平行光線露光機 （オーク製作所 （株

) 製、 E X M 1 2 0 1 ) を使用 して、感光側上 方 よ り露光量 5 X 1 0 2 J / m

2 で （ί 線 （波長 3 6 5 n m ) における測定値）、紫外線 を照射 した後、支持

フ イル ム を除去 し、 さ らに感光層側上方 よ り露光量 1 X 1 0 4 J m 2で （ί

線 （波長 3 6 5 n m ) に お け る測定値）紫外線 を照射 し、 1 4 0 °C に加熱 し

た箱型乾燥機 （三菱電機株式会社製、型番 ：N V 5 0 — C A ) 内に 3 0 分間

静置 した。厚み 5 . 0 m の保護膜が形成 された人工汗液耐性評価用試料 を

得た。

[01 56] 次 いで、 J I S 規格 （Z 2 3 7 1 ) を参考 に、塩水嘖霧試験機 （スガ試

験機 （株）製 3 丁 ？ _ 9 0 ソ 2 ) を用いて、試験槽 内に前述の試料 を載置 し

、濃度 5 0 g / L の塩水 （p H = 6 . 7 ) を試験槽温度 3 5 °C、嘖霧量 1 .

5 m L / h で 4 8 時間嘖霧 した。嘖霧終 了後、塩水 を拭 き取 って、評価用試

料の表面状態 を観察 し、以下の評点に従 って評価 した。表 4 及び表 5 に測定

結果 を示す。

A ： 保護膜表面 に全 く変化な し。

B ： 保護膜表面 にごくわずかな痕跡が見えるが、銅 は変化な し。

C ： 保護膜表面 に痕跡が見えるが、銅 は変化な し。

D ： 保護膜表面 に痕跡があ り、かつ銅が変色する。

[01 57] [ 4 0 °C、 3 0 分加熱後 における発生ガス測定 （熱分解 ガスクロマ トダラ

フ質量分析） ]

得 られた感光性ェ レメン 卜のポ リエチ レンフイルムをはが しなが ら、ポ リ四



フ ッ化工チ レンシ 一 卜 （日東電工株式会社製、製品名 ：二 卜フ ロ ン フ イル ム

N o . 9 0 0 U ) 感光層が接するようにラミネ一タ （日立化成工業 （株）製

、商品名 H L M — 3 0 0 0 型） を用いて、 口一ル 温度 1 2 0 °C、基板送 り速

度 1 m / 分、圧着圧力 （シ リンダ圧力） 4 X 1 0 5 P a の条件でラミネ一 卜し

た。

[01 58] 次 いで、得 られた積層体の感光層 に、平行光線露光機 （オーク製作所 （株）

製、 E X M 1 2 0 1 ) を使用 して、感光側上方 よ り露光量 5 X 1 0 2 J m 2

で （ί 線 （波長 3 6 5 n m ) における測定値）、紫外線 を照射 した後、支持

フ イル ム を除去 し、 さ らに感光層側上方 よ り露光量 1 X 1 0 4 J m 2で （ί

線 （波長 3 6 5 n m ) における測定値）紫外線 を照射 し、熱分解 ガスクロマ

卜グラフ質量分析用の測定サ ンプル を得た。

[01 59] 測定サ ンプル を T e k m a r 7 0 0 0 H T ヘ ッ ドスペースサ ンプラを使

用 し、 1 4 0 °C、 3 0 m ί η に加熱後、発生ガスをG C / M S (島津製作所

製、型番 ：G C / M S Q Ρ — 2 0 1 0 、 キャ リア一ガス ：ヘ リウム， 1 .

0 m L / m i n カラム ：H P _ 5 M S 、 O v e n : 4 0 °C で 5 分間加熱後

、 5 °C / m i n の割合で 3 0 0 °C まで昇温、 インタ一フェイス温度 ：2 8

0 °C、 イオ ンソース温度 ：2 5 0 °C、サ ンプル注入量 ：0 . 1 m L ) に導入

し分析 を した。表 4 及び表 5 に測定結果 を示す。 また、実施例 6 で得 られた

保護膜 について熱分解 ガスクロマ トグラフ質量分析 を行 った ときのガスクロ

マ トグラムを図 6 に示す。図 6 中、 A が安息香酸の検 出 ピークを示 し、 B が

ヘ プタノ二 卜リルの検 出 ピークを示す。

[01 60]



[ 表 2]

* ：溶媒を除いたバインダーポリマーの質 部を示す。



[ 表 3]

* ：溶媒を除いたバインダーポリマーの質 部を示す。

[01 62] 表 2 及び表 3 の成分の記号は以下の意味を示す。

( A ) 成分

( A ) ：モ ノマ 一 配合比 （メタク リル酸 / メタク リル酸 メチル / アク リル

酸ェチル = 1 / 5 8 / 3 0 (質量比））である共重合体のプロピレンダ リ

コール モ ノ メチルエーテル / トルエ ン溶液、重量平均分子量 6 5 ， 0 0 0 、

酸価 7 8 m g K O H / g 、水酸基価 2 m g K O H / g 、 T g 6 0 °C

[01 63] ( B ) 成分

A - T M M T ：ペ ンタエ リス リ 卜一ルテ トラァク リレ一 卜 （新 中村化学工業



(株 ）製）

D P H A : ジペ ンタエ リス リ トールへキサァク リレ一 卜 （日本化薬 （株）製

)

T M P T A ：卜リメチ ロール プロパ ン 卜リアク リレ一 卜 （日本化薬 （株）製

)

U X - 3 2 0 4 ：ヒ ドロキシェチル ァク リレ一 卜とポ リエステルジオール と

へキサメチ レンジイソシァネ一 卜を原料成分 に含むウ レタンァク リレー 卜 （

日本化薬 （株）製）

P E T - 3 0 ：ペ ンタエ リス リ 卜一ル 卜リァク リ レ一 卜 （日本化薬 （株）製

)

( C ) 成分

I R G A C U R E O X E 0 1 : 1 ， 2 _ 才 クタンジ才 ン， 1 _ [ ( 4 _

フエ二ルチオ） ― ， 2 _ ( 0 —ベ ンゾィル才キシ厶） ] ( B A S F (株）製

)

I R G A C U R E 8 4 : 1 — ヒ ドロキシ一シクロへキシル 一フエニル 一

ケ トン （B A S F (株）製）

I R G A C U R E 6 5 : 2 , 2 —ジメ トキシ _ 1 ， 2 —ジフ エニルエタ

ン— 1 —オ ン （B A S F (株）製）

I R G A C U R E 3 6 9 : —ベ ンジル 一 2 —ジメチル ァミノ_ 1 — (モ

ル フ ォ リノ フ エニル ） 一プタノ ン _ 1 ( B A S F (株）製）

I R G A C U R E 9 0 7 : 2 — メチル 一 1 _ [ 4 _ ( メチルチオ） フエ二

ル ] _ 2 _ モル フォ リノプロパ ン一 1 —オ ン （B A S F (株）製）

I R G A C U R E 2 9 5 9 ： - [ 4 - ( 2 — ヒ ドロキシェ 卜キシ） 一フ

ェニル ] _ 2 — ヒ ドロキシ一 2 _ メチル _ 1 —プロパ ン一 1 —オ ン （B A S

F (株）製）

D E T X ：2 , 4 _ ジェチルチオキサ ン トン （日本化薬 （株）製）

N - 7 7 ： , 7 — ビス （9 —ァク リジニル）ヘ プタン （（株） A D E

K A 製）



E A B ：4 ， 4 ' — ビス （ジェチル ァミノ）ベ ンゾフエノン （保土 ケ谷化学

(株）製）

[01 65] ( D ) 成分

H A T ：5 —ァミノ— 1 H —テ 卜ラゾール （東洋紡績 （株）製）

A M T ：3 —ァミノ— 5 _ メル カプ ト卜リアゾ一ル （和光純薬 （株）製）

A T T ：2 —ァミノ一 5 _ メル カプ ト一 1 ， 3 ， 4 —チアジアゾ一ル （和光

純薬 （株）製）

その他の成分

A n t a g e W _ 5 0 0 : 2 ， 2 ' —メチ レン一ビス （4 —ェチル 一 6 -

t e r t —プチル フ エ ノール ） （川 口化学 （株）製）

P M - ：光重合性不飽和結合 を含む リン酸エステル （日本化薬株式会社

製）

S H - 3 0 ：才 クタメチルシクロテ 卜ラシロキサ ン （東 レ ダウコ一 ニ ング

(株）製）

メチルェチルケ トン ：東燃化学 （株）製

[01 66]
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膜、 3 0 保護 フイルム、 1 0 0 基材、 1 0 1 透明基板、 1 0 2 タ ツ

チ画面、 1 0 3 透明電極 （X 位置座標）、 1 0 4 透明電極 （Y 位置座標

) 、 1 0 5 引 き出 し配線、 1 0 6 接続電極、 1 0 7 接続端子、 1 1 0

， 1 2 0 タ ツチパネル用電極、 1 2 2 ， 1 2 3 保護膜、 1 3 0 フォ ト

マスク、 2 0 0 タ ツチパネル。



請求の範囲

バインダ一ポ リマ一 と、光重合性化合物 と、光重合開始剤 と、 を含

有する感光性樹脂組成物か らなる感光層の所定部分 を硬化 させて得 ら

れるタツチパネル用電極 の保護膜であ って、

熱分解 ガスクロマ 卜グラフ質量分析 によ りヘ プタノ二 卜リル及び安

息香酸が検 出される、 タツチパネル用電極 の保護膜。

前記分析 における前記安息香酸の検 出 ピーク面積が、前記へ プタノ

二 トリルの検 出 ピーク面積 に対 して、 1 ~ 1 0 % である、請求項 1 に

記載のタッチパネル用電極 の保護膜。

4 0 0 7 0 0 n m における可視光透過率の最小値が 9 0 % 以上で

ある、請求項 1 又 は 2 に記載のタツチパネル用電極 の保護膜。

前記バインダーポ リマ一は、 カルボキシル基 を有 し、酸価が 7 5 m

g K O H / g 以上である、請求項 1 ~ 3 のいずれか一項 に記載のタツ

チパネル用電極 の保護膜。

前記バインダ一ポ リマ一は、水酸基価が 5 0 m g K 0 H / g 以下で

ある、請求項 1 ~ 4 のいずれか一項 に記載のタツチパネル用電極 の保

護膜。

厚みが 1 O m以下である、請求項 1 ~ 5 のいずれか一項 に記載の

タッチパネル用電極 の保護膜。

請求項 1 ~ 6 のいずれか一項 に記載の保護膜 を有する、 タツチパネ

ル。
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